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導入促進基本計画 

 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

 本市の人口構造は、全人口に占める 15歳未満の人口と 65歳以上の人口の割合が 

全国、大阪府を上回るのに対し、15～64歳の生産年齢人口の割合は全国、大阪府を  

下回っている。 

区分 人口 
構成比（％） 

堺市 大阪府 全国 

15歳未満 102,091 12.7 11.7 12.1 

15～64歳 471,667 58.5 60.7 59.2 

65歳以上 233,131 28.9 27.6 28.7 

（資料）令和 2年国勢調査 

 産業構造は、従業者数の割合では、医療、福祉が 19.4％と最も多く、次いで卸売・

小売業（18.5％）、製造業（18.5％）となっているのに対し、付加価値額の割合では、

製造業が 27.5％と最も多く、次いで卸売・小売業（16.8％）、医療、福祉（15.9％）、

となっている（総務省：令和 3年経済センサス-活動調査）。 

 市内中小企業の業況判断は、令和 6 月 10月～12 月期において、前年同期比を見

ると、採算 DIは改善、売上高 DI、資金繰り DIがやや改善、雇用人員 DIが横ばい、

業況判断 DI が悪化している。業種別の前年同期比の指標では全体的に改善の項目

が多いものの、一部の業種では悪化の項目が多いなど、業種ごとの業況の差が激し

い状態が続いている（堺市：地域産業経営動向調査）。原材料やエネルギー価格の高

騰等の影響を受け、経営を取り巻く環境は依然として厳しい状況にある。 

 全職種の有効求人倍率が0.93となっているものの、建設・土木・電気工事（5.90）、

福祉・介護（3.36）、医療・看護・保健（2.14）、配送・輸送・機械運転（1.67）、製

造・修理・塗装・製図（1.59）（令和 6年 12月ハローワーク堺）等、幅広い業種で

人手不足が顕著になっている。 

 以上の状況から、中小企業においては、先端設備等の導入による生産性の向上が

喫緊の課題となっている。 

 

（２）目標 

 本計画の着実な推進と本市の企業投資支援施策等のさらなる活用を促進するこ

とにより、市内企業の 99%以上を占める中小企業の先端設備等の導入を促進し、市

内産業全体の生産性の向上と競争力の強化をめざす。 

そのため、本計画に基づく中小企業の先端設備等導入計画を、計画期間において、

変更申請を含め 200件認定することを目標とする。 



 

（３）労働生産性に関する目標 

 先端設備等導入計画を認定した中小企業者の労働生産性（中小企業等の経営強化

に関する基本方針に定めるものをいう。）が年率 3％以上向上することを目標とす

る。 

 

２ 先端設備等の種類 

  本市には、卸売業・小売業（21.5％）、医療、福祉（12.3％）、宿泊業・飲食サー

ビス業（11.1％）、製造業（10.2％）、建設業（9.5％）、不動産業、物品賃貸業（7.9％）

等多様な業種の事業所が集積し、市内企業の 99%以上は中小企業である（総務省：

令和 3 年経済センサス-活動調査）ことから、市内産業全体の生産性の向上と競争

力の強化を図るためには、対象となる「先端設備等の種類」、「地域」、「業種・事業」

にかかわらず、幅広い中小企業の先端設備等の導入を促進する必要がある。 

そのため、先端設備等の種類は、中小企業等経営強化法施行規則第 7条第 1項に

定める先端設備等全てとする。 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

「２ 先端設備等の種類」に記載の理由により、市内全域を対象地域とする。 

 

（２）対象業種・事業 

 「２ 先端設備等の種類」に記載の理由により、原則、全ての業種・事業を対象と

する。 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

  令和 7年 4月 1日～令和 9年 3月 31日とする。 

 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

 3年間、4年間、5年間とする。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に際し配慮すべき事項 

 人員削減を目的とした取組を先端設備等導入計画の認定の対象としないなど、雇

用の安定に配慮する。 


